
人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,943,356 52,673 62,819 ▲ 16.2
賃金（物件費） 303,560 8,228 4,087 101.3
一部事務組合負担金（補助費等） 132,236 3,584 7,782 ▲ 53.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 8,413 228 155 47.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 64,004 1,735 3,100 ▲ 44.0
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 72,891 1,976 1,338 47.7
▲退職金 ▲ 157,006 ▲ 4,255 ▲ 5,638 ▲ 24.5
合計 2,367,454 64,167 73,642 ▲ 12.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.94 7.08 0.86
ラスパイレス指数 88.6 95.6 ▲ 7.0

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

2,327,932 63,096 35,094 79.8

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 6 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 665,280 18,032 9,900 82.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

247,918 6,720 3,982 68.8

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

152,716 4,139 1,698 143.8

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 11 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,813,086 ▲ 49,142 ▲ 26,583 84.9

合計 1,580,760 42,845 24,108 77.7

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 石川県 津幡町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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